
 

1 
 

【様式】 
 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政

策の名称 

沖縄の経済金融活性化特別地区における課税の特例措置の延長 

  

2 対象税

目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税１）  

（法人住民税、法人事業税：義）（自動連動）（地方税２） 

② 上記以外の

税目 

（所得税：外、個人住民税：外） 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

（１）国税（ア～ウは選択制）  
ア 所得控除（法人税）  
・事業認定法人の所得×40％×経金特区内従業員数割合に相

当する額を損金算入（法人設立後 10 年間）  
  

イ 投資税額控除（法人税）  
・対象設備の取得価額に次の割合を乗じた金額を法人税額か

ら控除  
・500 万円を超える建物及びその附属設備８％、  

50 万円を超える機械・装置、特定の器具・備品 15％  
・法人税額の 20％が上限額、繰越４年、取得価額の上限額 20

億円、建物附属設備は建物本体と同時に取得する場合に限

定  
  

ウ 特別償却（法人税、所得税）  
・500 万円を超える建物及びその附属設備 25％、  

50 万円を超える機械・装置、特定の器具・備品 50％  
・取得価額の上限額 20億円、建物附属設備は建物本体と同時

に取得する場合に限定  
  

エ エンジェル税制（所得税）  
・事業認定を取得し知事の指定を受けた中小企業者（＝指定

会社）へ投資を行った個人に対する租税特別措置  
（ア）指定会社へ投資した年（a と b は選択制）  

a．「投資額－2,000 円」を総所得金額から控除  
b．投資額を他の株式譲渡益から控除  

  
（イ）指定会社の株式を売却した年  

       売却により生じた損失を他の株式譲渡益と通算  
（繰越３年）  

  
（２）地方税  
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ア 個人住民税、法人住民税及び事業税  
・上記の法人税及び所得税負担の軽減と同様の効果を適用す

る。（自動連動） 
《要望の内容》 

沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）の規定に基づく経済金

融特別地区における課税の特例について、適用期限（令和７年３月 31

日）を２年間延長し、令和９年３月 31 日までとする。 

 

《関係条項》 

・沖縄振興特別措置法 第 57 条、第 57 条の 2、第 58 条  

・沖縄振興特別措置法施行令 第 26 条  

・租税特別措置法   

第 12 条、第 37 条の 13、第 37 条の 13 の 2、第 41 条の 19、  

第 42 条の 9、第 45 条、第 60 条 

・租税特別措置法施行令   

第 6 条の 3、第 25 条の 12、第 25 条の 12 の 2、第 26 条の 28 の  

3、第 27 条の９、第 28 条の 9、第 36 条  

・租税特別措置法施行規則   

第 18 条の 15、第 18 条の 15 の 2、第 20 条の 4、第 20 条の 16、第 21

条の 17 の 2  

・地方税法 第６条 

5 担当部局 内閣府 政策統括官（沖縄政策担当）付 産業振興担当参事官室 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：令和６年８月 

分析対象期間：令和２年度～令和８年度                

7 創設年度及び改正経緯 ○平成 26 年度  

・経済金融活性化特別地区を創設  

・金融特区を廃止  

○平成 29 年度  

・２年間延長  

○平成 31 年度  

・２年間延長  

〇令和３年度  

・１年間延長 

〇令和４年度 

 ・３年間延長 

8 適用又は延長期間 ２年間（令和７年度～８年度） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

金融業や情報通信関連産業をはじめ、沖縄の地理的特殊性・優位性

や亜熱帯気候である自然的特性を生かした多様な産業の集積を行うこ

とで、「実体経済の基盤となる産業」と「金融産業」を両輪とした沖縄の

経済金融の活性化を図り、もって沖縄における自立型経済の構築を目

指す。 
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《政策目的の根拠》 

○経済財政運営と改革の基本方針 2024 について（令和６年６月 21 日

閣議決定）  

強い沖縄経済の実現に向けた観光の質向上や脱炭素化、沖縄科学技

術大学院大学の起業支援等の産業振興、北部・離島等の定住環境整

備、普天間返還も見据えた基地跡地の先行取得と那覇空港等との一

体的な利用、教育・医療・福祉が融合したこどもの貧困対策・Well-being

拠点設置に向けた取組、平和学習の充実等の沖縄振興策を国家戦略

として総合的に推進する。  

 

（参考）  

○沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）  

（目的）  

第一条 この法律は、沖縄の置かれた特殊な諸事情に鑑み、沖縄振興

基本方針を策定し、及びこれに基づき策定された沖縄振興計画に基づ

く事業を推進する等特別の措置を講ずることにより、沖縄の自主性を尊

重しつつその総合的かつ計画的な振興を図り、もって沖縄の自立的発

展に資するとともに、沖縄の豊かな住民生活の実現に寄与することを目

的とする。 

 

第五節 経済金融活性化特別地区   

（経済金融活性化特別地区の指定）   

第五十五条 内閣総理大臣は、沖縄県知事の申請に基づき、沖縄振

興審議会の意見を聴いて、産業の集積を促進することにより沖縄にお

ける経済金融の活性化を図るため必要とされる政令で定める要件を備

えている地区を経済金融活性化特別地区として一を限り指定すること

ができる。 

２～５ （略）  

 

（経済金融活性化特別地区における事業の認定）   

第五十六条 経済金融活性化特別地区の区域内において設立され、

当該区域内において認定経済金融活性化計画に定められた特定経済

金融活性化産業に属する事業（次項及び第五十七条の二第一項にお

いて「特定経済金融活性化事業」という。）を営む法人は、当該区域内

に本店又は主たる事務所を有するものであること、常時使用する従業

員の数が政令で定める数以上であることその他政令で定める要件に該

当する旨の沖縄県知事の認定を受けることができる。 

２～６ （略）  

 

○沖縄振興基本方針（令和４年 5 月 10 日 内閣総理大臣決定）  

Ⅱ 沖縄の振興の意義及び方向  

２ 沖縄振興の方向  

（１）沖縄の優位性を生かした民間主導の自立型経済の発展  

沖縄の自立的発展のためには、民間の力を最大限に活かし、民間が

主導する形で自立型経済の発展を目指していくことが不可欠である。こ

のため、アジア・太平洋地域との地理的近接性や、亜熱帯に位置する

自然的特性等の優位性・潜在力を活かしつつ、沖縄内外の需要を取り

込み、域内産業間で連携して財やサービスを提供していくことを通じ、

域内に経済効果が波及する地域経済の好循環を図っていくことが重要
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である。こうした好循環を先導し、今後の沖縄経済を牽引する競争力の

ある産業を戦略的に振興するとともに、イノベーションの促進につながる

民間主導の実証的な取組を促すことにより、県内事業者の生産性や

「稼ぐ力」の向上を図り、持続可能性のある強い沖縄経済を実現するこ

とが求められている。 

また、沖縄を取り巻く社会経済環境を踏まえ、温暖化による地球規模

の気候変動や社会のデジタル化の進展といった時代潮流を的確に捉え

て不利性克服の好機とし、グリーン社会への移行やデジタルトランスフ

ォーメーション(以下「DX」という。)を迅速かつ強力に推進することで、持

続可能な形で各分野の沖縄振興の一層の深化を図る必要がある。 

 

Ⅲ 沖縄の振興に関する基本的な事項  

１ 観光、情報通信産業、農林水産業その他の産業の振興に関する基

本的な事項  

（１）観光・リゾート産業  

沖縄のリーディング産業である観光産業の持続的な発展に向け、よ

り消費単価の高い層の取り込み、地域特産品の開発、多様化するリピ

ーターの嗜好に対応した効果的なプロモーションの強化等を通じて、沖

縄観光の高付加価値化やブランドイメージの更なる向上による競争力

の強化を図る。また、平日の旅行需要創出が期待できるワーケーション

等を推進するなど、観光需要の平準化を図り、外部環境の変化に強い

観光産業の構築を目指す。さらに、文化・芸能、自然環境等の沖縄独

自の地域資源を活用した滞在型観光の推進や、健康、農業等の他の

分野・産業と観光との連携促進を図るとともに、スポーツ交流拠点の形

成や MICE の誘致・開催を図る。こうした取組を通じて、外的な変化に

強く質・量とも優れた観光産業の構築を目指す。 

あわせて、観光産業の働く場としての魅力を高め、質の高い沖縄観

光を担う人材の円滑な確保を図るとともに、地域の受入体制や環境に

も配慮した持続可能な沖縄観光の実現を目指す。 

 

（２）情報通信関連産業  

情報通信関連産業は、地理的不利性による影響が比較的小さく、大

規模災害等のリスク分散の観点からも、沖縄が優位性を発揮し得る産

業分野である。その振興を通じて様々な産業の生産性向上や沖縄全体

のデジタル化の進展に貢献し得ることから、時代の潮流を踏まえた高度

化・多様化を進めることが求められている。 

このため、今後の成長可能性が見込める業種の重点的強化を図ると

ともに、高付加価値の商品・サービスの開発、金融を含む他産業との更

なる連携強化、ICT 人材の育成等を促進する。また、デジタル技術の

活用推進に向けた情報通信関連事業者への支援を通じ、情報通信関

連産業はもとより、広く県内産業における DX の推進や AI、IoT、ビッ

グデータ等の活用促進を図る。 

 

（５）金融業 

金融業は、リスクマネーの供給機能に加え、コンサルティング機能を

発揮し、情報通信等の関連産業や大学等とも連携しつつ、支援先の業

務の高付加価値化及びそのための人材育成を図り、沖縄の産業発展

やスタートアップの創出を目指す。 
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（６）農林水産業  

沖縄の農林水産業は、亜熱帯の地域特性を活かした甘味資源や園

芸作物等の重要な供給機能を果たすとともに、広大な排他的経済水域

（EEZ）等を抱える離島地域の基幹産業として雇用の創出や移住・定住

条件の確保に寄与しており、地域振興や国土の保全にも大きく貢献し

ている。 

他方で、台風等の災害や病害虫被害に見られる自然的不利性や、

流通の高コスト構造等の地理的不利性も抱えている。こうした不利性を

克服し、沖縄の優位性と地域の特色を活かした持続可能で競争力のあ

る農林水産業を振興するとともに、多面的機能を活かした農山漁村の

振興を図ることが重要である。 

このため、質の向上を通じた「稼げる農林水産業」を実現できるよう、

おきなわブランドの確立や顧客本位の高収益作物への転換、新たな技

術等の導入、優良農地の確保、生産性向上に資する基盤整備、観光な

ど他産業との連携強化や６次産業化を図るとともに、流通システムの改

善を始めとした流通条件の不利性の解消や、県外・国外の新たな需要

開拓を進め、これらの取組を通じて農林水産業の産出額や農林漁業者

の所得の向上を目指す。また、農林水産業の従事者は高齢化等を背

景に減少傾向にあり、幅広い層の農林水産業への参画を推進し、農林

漁業者の育成・確保を図る。さらに、沖縄周辺海域の漁場で漁業者が

安全・安心に水産業を営むことができるよう、漁業者に係る安全対策の

強化等を図る。 

  

９ 北部及び離島の振興に関する基本的な事項  

（１）北部振興  

北部地域は、世界自然遺産に登録された豊かな自然環境を始めとす

る様々な強みが存在する一方、過疎化が進む地域が多く、山がちな地

形も相まって、産業用地を始め、広大な一団の土地の確保が難しいな

どの不利性を有しており、住民の方々が安心・安全に生活できる環境を

整備し、地域の持続可能性の維持・向上を図ることが重要である。 

このため、地域の個性や魅力を活かした着地型観光の推進、特色あ

る資源を活かした特産品の開発・販路拡大、農商工連携の推進等を通

じて、北部地域の特性に応じた産業振興や雇用の場の創出を図る。ま

た、交通の維持・確保や魅力ある生活環境の整備、ICT も活用した教

育・医療・福祉における住民サービスの向上等を通じ、移住・定住条件

の整備を図るとともに、持続可能な北部地域の振興に不可欠な担い手

の確保や人口流出の防止、交流人口・関係人口の拡大を目指す。 

 

Ⅳ 沖縄振興の推進に関する事項 

１ 沖縄振興を推進するための措置（政策ツール） 

（４）税制上の特例措置 

沖縄振興特別措置法においては、特区・地域制度に沖縄県知事によ

る認定や主務大臣による確認の制度等が導入され、企業の付加価値

の増加等を促すとともに、税制の適切な効果把握を可能とする制度改

正が行われた。 

今後とも民間事業者等の自主的取組を後押しし、沖縄の経済発展や

不利性の解消に向けて一層の効果が発現するよう、税制の具体的な活

用状況や成果等を適切に把握するとともに、その結果に応じて必要な

検討や見直しを図る。 



 

6 
 

また、沖縄における酒税の軽減措置が段階的に廃止されることに鑑

み、沖縄の酒類製造業の円滑な自立に向け、酒造事業者の創意工夫

を後押ししていく。 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

【政策】９ 沖縄政策  

【施策】９ 沖縄振興に関する施策の推進 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

達成目標①：経済金融活性化産業の集積  

測定指標①：制度の活用を前提とした経済金融活性化産業の立地企

業増加数  

目標値①：令和 8 年度までに 18 社  

 

達成目標②：設備投資を行った企業の付加価値額の増加  

測定指標②：制度を活用した企業の付加価値額の増加率  

目標値②：令和 8 年度までに 2.25％  

 

達成目標③：事業拡大・新たな事業展開等の促進  

測定指標③：制度（エンジェル税制）を活用した資金調達による新たな

事業の開拓件数  

目標値③：令和 8 年度までに２件 

 

なお、測定指標・目標値①及び②は、前回の事前評価までは以下のと

おり達成目標及び測定指標を設定していたが、 
①について、以下の場合、同地区からの撤退企業数が考慮されないた

め、産業の集積をより正確に測定する観点から撤退企業数も考慮した

立地企業の増加数を指標とする。 

②について、以下の場合、設備投資に起因する付加価値の増加額を測

定することが難しく、また、本制度が適用された企業の規模によって当

該年度の付加価値額のバラつきが大きくなることから、本特例措置のよ

り適切な効果測定を図るべく、今回の延長要望に併せて制度を活用し

た企業の付加価値額の増加率を測定指標・目標値とする見直しを行

う。 

なお、後掲の《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》の欄に

は、以下の達成目標等を踏まえた達成状況等を記載している。 

 

達成目標①：経済金融活性化産業の集積  

測定指標①：制度の活用を前提とした経済金融活性化産業の新規立

地企業数 

目標値①：令和５年度までに 22 社 

達成目標②：設備投資による付加価値額の増加  

測定指標②：制度を活用した設備投資による付加価値の増加額  

目標値②：令和 5 年度までに 440 万円  

  
《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

達成目標実現により経済金融活性化産業が集積し、かつ立地企業の

企業活動が活発になることで、北部圏域の拠点都市である名護市のへ

の金融関連産業と実際経済の基盤となる産業の集積が進み経済金融

が活性化し、周辺市町村を含む北部圏域の産業の振興や県土の均衡
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ある発展に寄与するものである。 

10 有効性

等 

１ 適用数 １．過去５年間の適用件数 （単位：件）  
項  目  R1  R2  R3  R4  R5  

所得控除  2 2 3 2 3 

投資税額控除  4 3 4 4 4 

特別償却（法人）  1 1 3 0 1 

法人住民税  7 6 10 6 8 

事業税  5 6 2  5 4 

※国税について、令和元年度から令和４年度は「租税特別措置の適用実態調査の結果

に関する報告書」（財務省）。  

※令和５年度の国税の適用状況については、沖縄県庁実施の企業アンケート調査によ

る実績。  

※地方税（法人住民税・事業税の自動連動分）については、沖縄県調べによる実績。 

 

２．将来の適用件数見込 （単位：件） 

項  目  R6  R7  R8  

所得控除  4 3 4 

投資税額控除  3 3 3 

特別償却（法人）  1 1 1 

法人住民税  7 7 7 

事業税  3 3 3 

※各件数見込は過去の実績から適用見込みを試算。算定根拠は別紙「減収額・適

用見込みの試算」参照。   
② 適用額 １．過去５年間の適用額 （単位：百万円）  

項  目  R1  R2  R3  R4  R5  

所得控除  33 27 106 88 42 

投資税額控除  102 28 18 20 51 

特別償却（法人）  3 94 24 0 47 

法人住民税  14 5 3 3 5 

事業税  3 11 11 8 17 

※国税について、令和元年度から令和４年度は「租税特別措置の適用実態調査の結果

に関する報告書」（財務省）。  

※地方税（法人住民税・事業税の自動連動分）について、令和元年度から令和 4 年度は

「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」（総務省）。 算定根

拠は別紙「参考（法人住民税と事業税）」参照。 

※事業税については、課税標準が所得金額であることから、投資税額控除とは連動しな

い。  

※事業税に地方法人特別税を含んでいる。  

※令和 5 年度の国税・地方税の適用状況については、沖縄県調べによる実績。  

 

２．今後の適用額見込み  

令和 7 年度から令和 8 年度までは、平年度で所得控除 77 百万円、投
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資税額控除 45 百万円、特別償却 47 百万円程度の適用を見込む。

（算定根拠は別紙「減収額・適用見込みの試算」参照。） 

 

③ 減収額 １．過去５年間の減収額 （単位：百万円）  
年度 

項目  
R1  R2  R3  R4  R5  

所得控除  8 6 25 20 10 

投資税額控除  102 28 18 20 51 

特別償却  1 22 6 0 11 

法人

住民

税  

所得控除  1 1 2 1 1 

投資税額控除  13 2 1 1 4 

特別償却  0 2 0 0 1 

事業

税  

所得控除  3 2 9 8 1 

特別償却  0 8 2 0 1 

合計  128 71 63 50 72 

※国税について、令和元年度から令和４年度については、「租税特別措置の適用実

態調査の結果に関する報告書」（財務省）における活用実績に基づいて算定。  
※令和５年度の国税の減収状況については、推計値（別紙参照）。   
※地方税について、令和元年度から令和４年度は、「地方税における税負担軽減措置等

の適用状況等に関する報告書」（総務省）。  

※令和５年度の地方税の減収状況については、推計値（別紙参照）。  

 
２．今後の減収額見込み  

年度 

項目  
R6  R7  R8  

所得控除  19 15 19 

投資税額控除  45 45 45 

特別償却  11 11 11 

法人

住民

税  

所得控除  1 1 1 

投資税額控除  3 3 3 

特別償却  1 1 1 

事業

税  

所得控除  5 4 5 

特別償却  3 3 3 

合計  88 83 88 

※算定根拠は別紙「減収額・適用見込みの試算」参照。  

※法人住民税は、国税の当該年度の減収額に税率 7％を乗じた額。 

※事業税は、所得控除と特別償却の当該年度の適用額に税率 6.47％を乗じた額。  
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④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

１．政策目的の達成状況  

平成 26 年度から令和５年度までの 10 年間に、特区内の金融関連産

業、情報通信関連産業の立地企業は、34 社から 50 社へ、当該企業の

雇用者数も 1,042 人から 1,218 人へ増加し、事業認定が 9 件、投資税

額控除が 28 件となり、立地企業による設備投資や雇用の創出が図ら

れている。 

令和 6 年度は保険業に関する企業が２社、初めて名護市で新規設立・

開業している。うち 1 社は事業認定を行っており、本制度をインセンティ

ブとした企業集積による経済の活性化が図られている。  

今後も好調な流れを維持しつつ、県土の均衡ある発展による県民所得

の向上を目指し、引き続き多様な産業の集積によるさらなる経済金融

の活性化を図る必要がある。 

 

２．所期の目標の達成状況 

達成目標①：経済金融活性化産業の集積  

測定指標①：制度の活用を前提とした経済金融活性化産業の新規立

地企業数  

目標値①：令和 5 年度までに 22 社  

達成状況：達成（計 79 社） 

12 社（令和５年度） 

       53 社（令和４年度） 

       14 社（令和３年度） 

※算定根拠は、沖縄県調べによる実績。 

 

達成目標②：設備投資による付加価値額の増加  

測定指標②：制度を活用した設備投資による付加価値の増加額  

目標値②：令和 5 年度までに 440 万円  

達成状況：達成（計 329,897 万円） 

115,582 万円（令和５年度） 

       214,315 万円（令和４年度） 

       －万円（令和３年度） 

※経済センサスにおける純付加価値額の計算式（金融・保険業以外：売上

金額-費用総額＋給与総額＋租税公課、金融・保険業：経常収益－経

常費用＋給与総額＋租税公課）により沖縄県調べの実績を元に集計。 

※令和３年度については、投資税額控除に係る措置計画の認定制度導入

前であるため、各事業者の付加価値の増加額を把握できず「－」として

いる。 

 

達成目標③：事業拡大・新たな事業展開等の促進  

測定指標③：制度（エンジェル税制）を活用した資金調達による新たな

事業の開拓件数  

目標値③：令和 5 年度までに４件 

達成状況：未達成（計 0 件） 

0 件（令和５年度） 

 0 件（令和４年度） 

0 件（令和３年度） 

※算定根拠は、沖縄県調べによる実績。 
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３．達成目標に対する将来の効果 

（達成目標①） 

制度の活用を前提とした経済金融活性化産業の立地企業増加数  
R6 R7 R8 

立地企業数  299 308 317 

 

（達成目標②） 

制度を活用した企業の付加価値額の増加率  
R6 R7 R8 

付加価値額増加率  0 1.5 2.25 

 

（達成目標③） 

制度（エンジェル税制）を活用した資金調達による新たな事業の開拓

件数  
R6 R7 R8 

開拓件数 0 0 2 

 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

令和５年度における本制度の活用企業数は８社、活用企業による雇

用者数も 148 人と指標には届かないものの着実に増加しており、立地

企業による設備投資や雇用の創出が図られている。  
  
１．測定指標   

令和８年度までに   
進出後に本税制を活用した企業数 ９社   
本税制を活用した企業による雇用者数 313 人   
実績・見込み：  

  R3  R4  R5  R6  R7  R8  

活 用 企 業 数

(指標)  

22  11  14  8  7  9  

活 用 企 業 数

(実績)  

10  6    8 －  －  －  

雇用者数（指

標）  

280  342  435  203 258  313  

雇用者数（実

績）  

-  93 148  －  －  －  

※活用企業数・雇用者数（指標）は、R3～R5 は令和３年度に、R6～R8 は令和６年

度に過去の実績から将来の適用見込みを試算。算定根拠は別紙「減収額・適用

見込みの試算」参照。  
※R3,4年度の活用企業数（実績）は「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する

報告書（財務省）」。   
※雇用者数（実績）は沖縄県調査。  
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２．制度が延長できない場合の影響  

沖縄本島北部圏域は過疎地域が多く存在し、県内他圏域に比べて１

人あたり市町村民所得が低い現状にある。このため、県及び名護市で

は本制度を含む各種施策の実施により企業誘致及び県民所得向上等

に取り組み、北部圏域の経済活性化による県土の均衡ある発展を図っ

てきた。また、国においても道路や港湾等のインフラ整備に取り組むな

ど、北部圏域の自立的発展の条件整備を進めているところである。  

これら取組みによって北部圏域の活性化に一定の成果を上げてきた

ものの、当該地域はいまだに他圏域と比較して経済基盤は弱く、均衡

ある発展に向けては引き続き整備された産業基盤等を有効利用する企

業等を誘致し、地域の雇用を創出しつつ経済を活性化させていく必要

がある。  

しかしながら、本制度が延長できない場合、名護市への新規立地及

び立地企業による設備投資等のインセンティブがなくなり、定住の重要

な条件となる雇用を創出できず、県土の均衡ある発展、ひいては沖縄

県の自立型経済構築に支障が出てくることが懸念される。  

 

３．適用実績が僅少な理由  

 本制度は対象地域である名護市のみに適用される特別措置であり、

他の税制に比して対象事業者数が少ないこと、加えて所得控除及び投

資税額控除については、事業開始後しばらくの間は黒字化が困難であ

り、法人税が発生しないことが主な要因であると考えられる。  

一方、制度創設以降緩やかではあるが認定企業が増えてきており、

新たな企業立地も進んでいることを踏まえると、政策目的である経済金

融活性化産業の集積に効果があるものと考えられる。引き続き制度を

誘因として企業誘致を推進するとともに、立地企業への周知によって新

たな投資を促し、更なる経済金融の活性化を図っていきたい。  

 

４．適用実績増加に向けて実施してきた取組み  

平成 29 年度から沖縄県産業振興公社に「沖縄特区・地域税制活用

ワンストップ窓口」を設置し、税理士を配置した相談対応や事業説明会

等の実施による制度活用企業の利便性向上を図っているところであ

る。  

令和２年度からは、新たに作成した各種チラシや広告に QR コードを

掲載し、利用者の利便性の向上を図るとともに、どの QR コードからアク

セスしたかを追加することでホームページへの流入経路のアクセス解析

を行っている。平成 30 年度から実施している名護市での出張相談窓口

も引き続き実施し、北部地域の企業に対する周知等を図っている。  

また、名護市においては進出後の企業に対し、必要に応じて、今後

の制度の活用見込みについて企業アンケートやヒアリングを行い、制度

の活用を促進している。新たな取組として令和５年度には、名護市内で

のスタートアップによる実証実験を支援する事業を開始している。 

加えて、令和６年度には大規模な損害保険会社を誘致しており、今後も

増加していくと考えられる。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

本制度は、特区内に金融業や製造業をはじめとする多様な産業の進

出を促進し、当該企業の事業拡大を通じて、「金融産業」と「実態経済

の基盤となる産業」を車の両輪として集積を促進し、多様なもの・サービ

スが生み出される経済金融拠点の形成推進に寄与している。具体的に
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は、本特例措置を活用した企業進出等に伴い、平均 121 名の雇用が

生じているところ。  

そのため、沖縄県の労働生産性を踏まえると、当該雇用によって特

区内の総生産を令和 6 年度で約 8.7 億円、今後２年間（R7～R8）で約

17 億円押し上げる経済効果が生じるものと試算される。 

    

・税活用企業による雇用者数：121 人  

・沖縄県の労働生産性：7,202,589 円  

 →県内総生産の押上げ効果：約 8.7 億円  

※労働生産性は、就業者一人当たりの生産額（特区内総生/特区内就業者数）

（「令和２年度市町村民経済計算」（沖縄県企画部）より試算）  

 

・今後３年間の経済効果  

121 人×7,202,589 円×２年＝約 17 億円 

 

これらを踏まえると、本制度は税収減を是認するに足る効果があるも

のと考えられる。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

本特例措置は、沖縄県の経済金融の活性化を図るため、金融業、情

報通信関連業、製造業等の様々な業種の立地及び設備投資を促すも

のである。これら様々な企業に効果的にインセンティブを与える手段とし

ては、限られた財源のもと特定企業を対象とする補助金等よりも、各企

業が一定裁量の下で投資に関する経営判断を行うことができる税制措

置が的確である。  

 また、本特例措置は適用要件を設けており、沖縄の経済金融の活性

化等に資すると判断される場合に限定して措置を講じていることから、

無差別に適用されることはなく必要最小限の措置となっている。  

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

沖縄県では、本制度の他に沖縄振興特別推進交付金等による補助

事業もあるが、これら補助事業では地理的不利性の解消や新事業創

出のための開発支援、販路拡大・商流構築支援等を行っているのに対

し、本制度は事業者の建物取得や設備投資等への支援を行うことで地

域経済の内発的発展を促進しており、役割分担を図っている。 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

本制度は沖縄県からの要望も踏まえて拡充・延長要望するものであ

り、国税に自動連動する地方税の軽減はあるものの、本制度の達成目

標を実現することは、沖縄振興に寄与するため沖縄県が協力する相当

性がある。 

12 有識者の見解 - 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

令和３年８月（R3 内閣 05） 

 



【別紙１】
（百万円）

件数 適用額 減収額 件数
適用額

（減収額）
件数 適用額 減収額

平成26年度 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成27年度 4 1 7 2 3 92 0 0 0 94
平成28年度 5 3 65 15 2 68 1 11 3 86
平成29年度 5 2 20 4.6 4 34 1 1 0.2 39
平成30年度 3 3 44 10.2 4 63 1 247 57 131
令和元年度 5 2 33 7.7 4 102 1 2.7 1 110
令和２年度 5 2 27 6.4 3 28 1 94 22 56
令和３年度 4 3 106 25 4 18 3 24 6 48
令和４年度 4 2 88 20 4 20 0 0 0 40
令和５年度 4 3 42 10 4 51 1 47 11 72
合計 41 21 432 100.9 32 476 9 426.7 100.1 603
平均 4 2 21 5 3 15 1 47 11 67
１件あたりの額 - 21 5 - 15 - 47 11 8
※各年度実績は「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づく。 適用額計 1335
※令和5年度については、所得控除は事業者へのアンケート、投資税額控除・特別償却は措置実施計画より算定。
※法人税率については、平成26～29年度は23.4％、平成30年度以降は23.2％として試算。

仮定① 特区内企業数（金融・情報・製造・農林水産養殖・宿泊・娯楽業）/　金融・情報通信業の雇用者数　出所：名護市調べ
過去の伸び率からから、年3.0％増加を目標とする。

平成25年度 218 - 1042 - 令和６年度 299 9 1,196 -22
平成26年度 236 108.3% 1095 53 令和７年度 308 9 1,232 36
平成27年度 247 104.7% 1100 5 令和８年度 317 9 1,268 36
平成28年度 268 108.5% 1046 -54
平成29年度 265 98.9% 1082 36
平成30年度 289 109.1% 1109 27
令和元年度 271 93.8% 1170 61
令和２年度 282 104.1% 1173 3
令和３年度 277 98.2% 1233 60
令和４年度 308 111.2% 1221 -12
令和５年度 290 94.2% 1218 -3

相乗平均→ 102.9%
267
271
285
273

仮定② 認定企業数（金融・情報・製造・農林水産養殖業・宿泊・娯楽業）
過去の伸び率から、年9.1％増加すると試算する。

実績
認定企業数
（累計）（件）

前年比 推計
認定企業数
(前年比

109.1％推移)
減少数※ 認定企業数

平成25年度 0 - 令和５年度 4 0 4
平成26年度 2 - 令和６年度 5 1 4
平成27年度 4 200.0% 令和７年度 5 2 3
平成28年度 5 125.0% 令和８年度 6 2 4
平成29年度 5 100.0% 令和９年度 6 2 4
平成30年度 3 60.0%
令和元年度 5 166.7%
令和２年度 5 100.0%
令和３年度 4 80.0%
令和４年度 4 100.0%

相乗平均→ 109.1%

※平成26年度以降の認定後10年を経過した企業数を減じる。

仮定③

仮定④ 所得控除１件当たりの適用額は21百万円とする。

仮定⑤ 立地企業が投資税額控除を適用する割合は1.1%とする。
H26-R4適用平均3件/立地企業数H26-R4平均271件

仮定⑥ 投資額控除1件あたりの適用額は15百万円とする。

仮定⑦ 立地企業が特別償却を適用する割合は0.37%とする。
H26-R4適用平均1件/立地企業数H26-R4平均271件

仮定⑧ 特別償却1件あたりの適用額は47百万円とする。
①～⑧の仮定に基づき試算

R4以降の認定企業は認定後１年目から所得控除を適用する。

雇用者増
減数（人）

H26－R3平均→

雇用者増
減数（人）

推計

H30－R4平均→
H26－R5平均→

減収額・適用見込みの試算

減収額計実績値
事業認定
件数

（累計）

所得控除 投資税額控除 特別償却

H26－R4平均→

実績
企業数
（件）

前年比
雇用者数

（人）

企業数（件）
(前年比103％推

移)
増加数

雇用者数
（人）企業数
×（R５平均雇
用者数4.0）

推

計

推

計



（百万円）

件数
適用額
（21百万/

件）
減収額 件数

適用額
（減収額）
（15百万/件）

件数 適用額
（47百万/件）

減収額

R6 299 4 4 84 19 3 45 1 47 11 75
R7 308 3 3 63 15 3 45 1 47 11 71
R8 317 4 4 84 19 3 45 1 47 11 75
合計 - - 11 231 54 9 135 3 141 33 221

平年度 - - 4 77 18 3 45 1 47 11 74
※法人税率については令和元年度以降は23.2％として試算。 適用額計 221.30

単位：千円

件数
適用額

（減収額）
件数

適用額
（減収額）

H26 0 0 0 0
H27 1 646 4 12,808
H28 2 6,687 6 11,060
H29 4 1,856 7 5,047
H30 5 25,776 8 16,866
R1 5 3,190 7 14,218
R2 6 10,536 6 4,570
R3 2 11,377 10 3,330
R4 5 7,590 6 2,832
R5 4 16,522 8 5,000
平均 3 8,418 6 7,573
1件 - 2,476 - 1,262

※各年度実績は「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」（総務省）に基づく
※R5年度は沖縄県調べ

仮定⑨

仮定⑩立地企業が法人住民税を適用する割合は2.2％とする。1件当たりの適用額は1,262千円とする。

①、⑨、⑩の仮定に基づき試算 単位：百万円

件数
適用額

（減収額）
件数

適用額
（減収額）

R6 299 3 7 7 9
R7 308 3 7 7 9
R8 317 3 7 7 9

＜付加価値額増加率の算定式＞
各年度ごとに、当該年度の投資税額控除適用見込企業数×（1.5%×税制改正までの残年度数）（％）を求めて足し合わせ、
最後に次回税制改正までの投資税額控除適用見込企業数の合計で除した割合を付加価値増加率の目標値とする。
なお、1社当たりの年ごとの増加率は、他の地域・特区税制の増加率を参考に1.5%と設定する。

（試算）
次回改正が令和8年度で、投資税額控除の見込件数はR7は3件、R8は3件、残年度数は2年となるので、2.25%となる。
令和7年度：3社×（1.5％×2年）＝9％
令和8年度：3社×（1.5%×1年）＝4.5％
（9％＋4.5％）÷6社＝2.25％

法人住民税
企業数

事業税

立地企業が事業税を適用する割合は1.1%とする。１件当たりの適用額は2,476千円とする。
H26-R5適用平均3件/立地企業数H26-R5平均273件

特別償却

減収額計企業数 認定件数

所得控除 投資税額控除

実績値
事業税 法人住民税

H26-R5適用平均6件/立地企業数H26-R5平均273件



地⽅税における税負担軽減措置等の適⽤状況等に関する報告書 【別紙２】

○経済⾦融活性化特区 （単位：千円）

法⼈住⺠税①
（②＋③）

県⺠税② 市町村税③
事業税計④
（⑤＋⑥）

事業税⑤
地⽅法⼈特別

税⑥
法⼈住⺠税①
（②＋③）

県⺠税② 市町村税③
事業税計④
（⑤＋⑥）

事業税⑤
地⽅法⼈特別

税⑥
法⼈住⺠税①
（②＋③）

県⺠税② 市町村税③
事業税計④
（⑤＋⑥）

事業税⑤
地⽅法⼈特別

税⑥
法⼈住⺠税①
（②＋③）

県⺠税② 市町村税③
事業税計④
（⑤＋⑥）

事業税⑤
地⽅法⼈特別

税⑥

特別償却 81 20 61 239 167 72 1,762 305 1,457 8,148 5,900 2,248 387 55 332 2,093 1,528 565 0 0 0 0 0 0
投資税額控除 13,138 3,259 9,879 0 0 0 2,292 396 1,896 0 0 0 1,226 175 1,051 0 0 0 1,409 201 1,208 0 0 0
所得控除 999 248 751 2,951 2,061 890 516 89 427 2,388 1,729 659 1,717 245 1,472 9,284 6,777 2,507 1,423 203 1,220 7,590 5,540 2,050
⼩計 14,218 3,527 10,691 3,190 2,228 962 4,570 790 3,780 10,536 7,629 2,907 3,330 475 2,855 11,377 8,305 3,072 2,832 404 2,428 7,590 5,540 2,050
特別償却 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
投資税額控除 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
所得控除 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
⼩計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
特別償却 81 20 61 239 167 72 1,762 305 1,457 8,148 5,900 2,248 387 55 332 2,093 1,528 565 0 0 0 0 0 0
投資税額控除 13,138 3,259 9,879 0 0 0 2,292 396 1,896 0 0 0 1,226 175 1,051 0 0 0 1,409 201 1,208 0 0 0
所得控除 999 248 751 2,951 2,061 890 516 89 427 2,388 1,729 659 1,717 245 1,472 9,284 6,777 2,507 1,423 203 1,220 7,590 5,540 2,050
⼩計 14,218 3,527 10,691 3,190 2,228 962 4,570 790 3,780 10,536 7,629 2,907 3,330 475 2,855 11,377 8,305 3,072 2,832 404 2,428 7,590 5,540 2,050

R4

対象税⽬

単体法⼈

連結法⼈

計

年度 R1 R2 R3


